
はだの⾏政サービス改⾰基本⽅針実⾏計画に係る
外 部 評 価 （ 柱 １ 及 び 柱 ２ ） に つ い て

１ 外部評価の実施⽅法

２ 柱１（1-1）に係る審議

３ 柱１（1-2）に係る審議

４ 柱２に係る審議 秦野市
hadano city

資 料 １
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１ 外部評価の実施⽅法
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水 と み ど り に 育 ま れ 誰 も が 輝 く
暮 ら し よ い 都 市 （ ま ち ）

秦野市
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◆ 計画の体系
５つの改⾰の柱

８つの改⾰項目 取組内容

1-1 仕事の質を高めるＩＣＴ活用の推進

４ 公共施設の改⾰

実 ⾏ 計 画基 本 ⽅ 針

3-1 新たな価値を創出する公⺠連携の推進

4-1 地域特性を考慮した公共施設再配置の推進

3-2 多様な主体との協働・連携の推進

5-1 さらなる財源の創出に向けた歳入改⾰

1-1-1. ＩＣＴ活用による業務の効率化

1-1-2. 業務のペーパーレス化の推進

1-1-3. ＩＣＴ活用による多様で柔軟な働き方の推進

1-1-4. ＩＣＴ環境の最適化の推進

1-1-5. ＩＣＴ人材の育成と情報セキュリティの確保

1-2-1. 行政手続等デジタル化の推進
1-2-2. 地域におけるＩＣＴ活用の推進
1-2-3. デジタルデバイド対策の推進

1-2-4. オープンデータの推進

1-2-5. データ利活用の推進

3-1-1. 指定管理者制度の導入（おおね公園、総合体育館、カルチャーパーク）
3-1-2. 指定管理者制度の導入（文化会館）
3-1-3. 指定管理者制度等導入の検討（弘法の里湯）
3-1-4. 指定管理者制度等導入の検討（表丹沢野外活動センター）
3-1-5. 学校業務員業務の⺠間委託等の推進
3-1-6. 上下⽔道事業の公⺠連携導入【企業会計】
3-1-7. 指定管理者制度等導入の検討（田原ふるさと公園）
3-1-8. 公共施設照明のLED化
3-2-1. 施策等に応じた市⺠参加⼿法の活⽤
3-2-2. 市⺠活動サポートセンターのあり⽅の検討
3-2-3. 地域の新たな担い⼿となる関係人口の創出・拡大（ふるさと寄附金制度の充実）
3-2-4. 秦野市・伊勢原市消防指令業務の共同運⽤
3-2-5. 地域プラットフォーム設置の検討
4-1-1. 教育施設等の一体的整備の検討
4-1-2. 広畑小学校の⽅向性の検討
4-1-3. 大根幼稚園とひろはたこども園の一体化
4-1-4. ほりかわ幼稚園の公私連携によるこども園化等の検討
4-1-5. 東幼稚園の東小学校との複合化や近隣園との再編等の検討
4-1-6. 南公⺠館及び大根公⺠館の建替えの検討
4-1-7. 児童館の⽅向性の検討
4-1-8. はだのこども館の今後の⽅向性の検討
4-1-9. こども園の⽅向性の検討
4-1-10. 老人いこいの家の⽅向性の検討
5-1-1. 低・未利⽤地の貸付・売却
5-1-2. 廃道⽔路⽤地の売払い収入の増加
5-1-3. ふるさと寄附金制度の充実 【再掲】
5-1-4. 広告収入等による税外収入の確保
5-1-5. 税外債権の徴収率の向上
5-1-6. 徴収率の向上（国⺠健康保険税） 【特別会計】
5-1-7. 新たなネーミングライツ契約と現契約の継続
5-1-8. 企業版ふるさと納税制度の活⽤
5-2-1. 介護保険事業特別会計繰出金の抑制
5-2-2. 国⺠健康保険事業特別会計繰出金の抑制
5-2-3. 60歳以上の職員の活⽤
5-2-4. ペーパーレス化の推進 【はだのICT活⽤推進計画一部再掲】
5-2-5. 窓口のあり⽅の見直し（窓口サービスの適正化）
5-2-6. 児童館開館時間の見直し
5-2-7. 補助金等の見直し
5-2-8. 秦野市・伊勢原市消防指令業務の共同運⽤ 【再掲】
5-2-9. 国⺠健康保険レセプト点検の強化 【特別会計】
5-2-10. ジェネリック医薬品の使⽤促進 【特別会計】
5-2-11. 可燃ごみ処理１施設体制への早期移行による経費の削減
5-2-12. 公共下⽔道事業会計への基準外繰出金の抑制

３ 担い手をつくる改⾰

５ 歳入・歳出面の改⾰

5-2 事務事業の⾒直しによる歳出改⾰

取組内容︓５項目

取組内容︓５項目

取組内容︓４項目

取組内容︓８項目

取組内容︓５項目

取組内容︓8項目

取組内容︓12項目

改⾰同士を連携して取り組むこと
で、相乗効果を図ります。

２ 職員（ひと）づくりの改⾰ 2-1 組織を高める職員（ひと）づくりの推進

2-1-1. 職員の意識改革
2-1-2. 研修内容の充実
2-1-3. コンプライアンス意識の醸成

2-1-4. 知識・スキル向上の機会づくり

１ 仕事の改⾰
1-2 サービスの質を高める⾏政のデジタル化の推進

連携計画

はだのＩＣＴ活用推進計画

秦野市職員づくり基本⽅針
実施計画

秦野市公共施設再配置計画

取組内容︓10項目

デジタル推進課

人事課
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ア 外部評価の区分

イ 評価意⾒
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ

ア これまでの取組を振り返って
評価区分 評価説明

Ｓ：目標達成 全ての取組目標を完了させるなど、改革により目指す姿を達
成したことから、活動を終結させるもの

Ａ：継続推進
改善の余地があることから、意見を付すものの、現状におい
ては同規模又は同水準で取組を推進することが妥当である
もの

Ｂ：要改善 改善の余地があり、またそれは工夫次第で速やかな効果が
期待できるため、取組の改善を求めるもの

Ｃ：要見直し
改革により目指す姿に向けて、進捗が遅れている、又は十分
な成果が収められていないなど、取組の推進に当たり、課題
の分析及び活動の見直しを求めるもの

Ｄ：取組終了
やむを得ない状況の変化等により、取組が継続できない、又
は目標を達成できないことから、取組を終了させるもの

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああ

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ

(1) 令和５年度評価 (2) 中間総括評価

イ これからの⾏財政改⾰に求められる視点
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ア 外部評価の区分

イ 評価意⾒
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ

ア これまでの取組を振り返って
評価区分 評価説明

Ｓ：目標達成 全ての取組目標を完了させるなど、改革により目指す姿を達
成したことから、活動を終結させるもの

Ａ：継続推進
改善の余地があることから、意見を付すものの、現状におい
ては同規模又は同水準で取組を推進することが妥当である
もの

Ｂ：要改善 改善の余地があり、またそれは工夫次第で速やかな効果が
期待できるため、取組の改善を求めるもの

Ｃ：要見直し
改革により目指す姿に向けて、進捗が遅れている、又は十分
な成果が収められていないなど、取組の推進に当たり、課題
の分析及び活動の見直しを求めるもの

Ｄ：取組終了 やむを得ない状況の変化等により、取組が継続できない、又
は目標を達成できないことから、取組を終了させるもの

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああ

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ

(1) 令和５年度評価 (2) 中間総括評価

イ これからの⾏財政改⾰に求められる視点

令和５年度評価は、例年どおり、改⾰項目（1-1から5-2）ごと
に取りまとめます。

今年度は、それに加え、上記の⾚枠のとおり、中間総括評価を
まとめていきます。

この点、上記の視点でお気づきの際、それぞれの改⾰項目にお
ける審議において、適宜、御指摘いただければと思います。
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２ 柱１（1-1）に係る審議
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令和４年度の外部評価に係る対応状況
≪柱１≫

外部評価 対応状況
① これからの我が国が目指すデジタル社会を捉えた中で、個々の取組を位置
付けることが重要である。

① デジタル化の推進は、総合計画のリーディングプロジェクトの１つとして
位置付け、「はだのICT活用推進計画」に基づき推進しています、その中で個
別事業は、必要に応じて⾒直しを図るほか、新規事業も柔軟に追加することと
しています。

② アウトカムの視点で⾃⼰評価から内部評価までを⾏うことが求められる。 ② 昨年度末に既存事業でアウトカム指標を追加したほか、新規事業も可能な
限りアウトカム指標を設定するよう努め、適切に評価ができるよう、進めてま
いります。

③ ＲＰＡは、対象とする業務の全工程を捉え、どの工程が、ＲＰＡにより⾃
動化することが可能なのか、そのような視点で検討を進めていただきたい。
また、ＲＰＡの導入により削減された時間でどのように仕事の質が高まったの
かを視野に入れ、取組を推進していただきたい。

③ ＲＰＡは、効果的に⾃動化が⾏える工程を洗い出した上で導入することと
しており、引き続きその観点で導入の促進を図ってまいります。
また、削減された時間で職員はコア業務に注⼒できるほか、エラーチェックに
注⼒できる側面もあることから、業務効率の向上、精度の向上という面で取り
組みを進めています。

④ マイナンバーカードの普及を踏まえた取組、窓口のキャッシュレス化が進
んだ先にある窓口の電⼦化など、未来を⾒据えたビジョンを持ちながら、仕事
の改⾰に取り組んでいただきたい。

④ 「はだのICT活用推進計画」では、⾏政手続のデジタル化などを通じて、
いつでも、どこでも、つながる、便利でやさしい⾏政サービスの実現を基本理
念とし、取組を進めていくこととしています。デジタルを取り巻く環境はス
ピーディに変化しますので、情勢を踏まえ、適宜適切にデジタル化を推進して
まいります。
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改革の柱1-1 仕事の質を高めるＩＣＴ活用の推進

指標

はだの行政サービス改革基本方針実行計画　進行管理シート

項目 １　仕事の改革

概
要

（
目
指
す
姿

）

　ＩＣＴの活用による内部事務の効率化を推進し、職員でなければできない業務に注力できることで、行政サービスのさらなる向上を図るとともに、場所・時間・書類に
よらない働き方を実現することで、多様で柔軟な働き方が選択できる環境づくりを推進します。

取組の進捗（％）
目標 50% 70%

活
動
指
標

100%

実績 53% 60%

概要
「1-1.仕事の質を高めるＩＣＴ活用の推進」全取組内容の計画期間５年間における取組進捗状況を把握し、秦野市総合計画（はだの２０３０プラン）の基本施策「適正かつ持続可能な行政経営の推進」における

成果・活動量の指標とする。

ＲＰＡ導入による業務削減時間数
（令和７年度まで累積）
※実績は、年度終了後に把握

目標 3,300時間 7,350時間

実績 1,057時間 2,225時間

概要 RPA（自動化技術）の活用により削減された職員の事務作業時間数について（令和７年度までの累積）

成
果
指
標

情報化ツールの活用により業務改善
を実感する職員割合

目標 30%以上 40%以上 50%以上

実績 31.4% 38.2%

概要
人事課職員アンケートにおいて、情報化ツールの活用により業務改善を実感するか、職員意識を把握する。業務改善を実感できている場合、ICTの活用により業務全体量が削減され、職員が

コア業務に集中できると推測する。

目標

概要

実績

指　標 R3 R4 R5 R6 R7 計

・職員の作業時間

・人件費

・予算

・システム、ツール など

・ICTを十分に活用することで、職員

でなければできない業務に注力でき、

職員自身の仕事の質が高まる

・多様で柔軟な働き方が実現できるこ

とで、職員の意欲、業務の質が向上

する

投入（インプット）
活動（アクティビティ） 取組効果（アウトプット）

改革成果（アウトカム）

業務が効率化され、時間的・心理的な余裕が生まれる

コストの削減、環境への配慮につながる

テレワーク等場所・時間・書類によらない働き方ができる

ＩＣＴを活用できる知識や技能が備わる

ＩＣＴを活用できる環境が整う

1-1-1. ＩＣＴ活用による業務の効率化

1-1-2. 業務のペーパーレス化の推進

1-1-3. ＩＣＴ活用による多様で柔軟な働き方の推進

1-1-4. ＩＣＴ環境の最適化の推進

1-1-5. ＩＣＴ人材の育成と情報セキュリティの確保
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取組目標
　ＲＰＡ（自動化技術）やＡＩ（人工知能）等を活用した
内部事務の効率化を推進し、内部事務量の削減
等、効率的な行政サービスにつなげる。

・ＲＰＡを新たに2業務に導入
・ＡＩ会議録作成システムを全庁導入
・文書管理システム及び電子決裁の運用開始　　等

・ＲＰＡを新たに6業務に導入　・電子契約システムの運用開始

・次期統合型ＧＩＳの運用開始　・AI現況調査システム導入

・市税等の口座振替受付オンライン化の推進

・ChatGPT等生成AIの業務利用の検討　等

令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

成果実績

・令和３年９月から、新たに個人番号系ネットワークにＲＰＡを
実装できる環境を整備することで、業務量が多く繁忙期の残
業時間が多大となる、税務に関する業務にＲＰＡを実装でき
るようになる。令和３年度から順次導入を拡大し、業務の効
率化につなげていく。
・会議のペーパーレス化を推進し、印刷等にかかる職員の
業務量削減につなげていく。

・ＩＣＴ活用による業務の効率化の取組みとして、ＲＰＡを新た
に2業務に導入し、定型業務等に係る業務時間を300時間削
減する。また、新たにＡＩ会議録作成システムを導入し、会議
録作成に要する時間を60％削減する。
・その他の取組みについても、はだのＩＣＴ活用推進計画に
基づき滞りなく実施する。

(前年度の実績)
RPAにより年間約1,168時間を削減、会議録作成時間の削
減、紙資料の削減、柔軟な働き方の推進

(今年度の取組み)
RPAによる業務時間の削減、手入力の作業時間の削減、事
務の効率化、契約事務に係る作業時間の削減

活動実績

・令和３年７月１日時点で、令和３年度の取組予定
は全て着手し、概ね目標を達成できる見込みであ
る。
・新型コロナウイルス感染症対策として、テレワーク
を積極的に推進している。

(前年度の実績)

ＲＰＡの導入、ＡＩ－ＯＣＲの導入検討、ペーパーレス会議及びテレワー

クの推進、庁内ネットワークの無線化、次期基幹系システムの最適化、

統合型ＧＩＳによる庁内地図情報共有の環境整備、職員のＩＣＴ活用ス

キル向上、情報セキュリティ対策の推進及び点検など

(前年度の実績)
RPAの導入（2業務）、AI会議録作成システムの供用開始、
文書管理システム及び電子決裁の導入、庁内ネットワーク
無線化整備実施計画の策定

(今年度の取組み)

ＡＩ会議録作成システムの供用開始、文書管理システム及び電子決裁の運用開始、電

子契約システムの導入検証、秦野市庁内ネットワーク無線化整備実施計画の策定、情

報セキュリティポリシーの改定など

(今年度の取組み)
RPAの拡大検討、口座振替受付オンライン化、AI現況調査
システムの導入、電子契約システムの導入

次年度に向けて、次の点が求められる。
・段階的に達成目標を設定すること。
・ＲＰＡの導入に当たっては、現在の仕事の仕方をゼロベー
スで見直すとともに、行政サービスのあり方そのものについ
ても見直す機会とすること。
・ＩＣＴ化の推進等に当たっては、情報戦略部門の主導ととも
に、担当課にインセンティブを付けるなど、体制づくりを行うこ
と。

ＩＣＴの分野では、これからの我が国が目指すデジタル社会を捉えた中

で、個々の取組を位置付けることが重要である。

また、個々の取組の評価においては、職員の働き方の多様性に柔軟か

つ適切に対応できているかなど、アウトカムの視点で自己評価から内

部評価までを行うことが求められる。

個別の取組中、ＲＰＡについては、削減ができた業務工程の一部を切り

取るのではなく、対象とする業務の全工程を捉えることが重要で、か

つ、結果としてどのように仕事の質が高まったのかという視点で取組を

推進していただきたい。

（次年度に向けて）

電子契約システムについては、取組に遅れが生じないようにするととも

に、適正な運用を図ること。また、その他の取組についても、引き続き、

はだのＩＣＴ活用推進計画に基づき、適切な進行管理のもと、推進する

こと。

（次年度に向けて）
引き続き、はだのICT活用推進計画に基づき、ICT
の活用による業務の効率化を図ること。

外部評価

Ａ：現状推進 Ａ：継続推進

内部評価（結果
要因、次年度課
題等）

Ａ：現状推進 Ａ：継続推進 Ａ：継続推進

　令和３年度の取組予定は全て着手できており、予定どおり
に取組みができている。
　取組時期を前倒しにしたり、対象業務を拡大するなど、さら
なる効果を狙って、積極的に取り組むこと。
　なお、取組みにあたっては、導入後の業務削減時間数等
効果検証を行い、効果的に庁内全体への展開を図ること。

はだのＩＣＴ活用推進計画に基づき、概ね計画どおりであることか

ら、継続推進とするが、今年度予定している取組について、遅れ

が生じないよう、進行管理すること。

活動指標及び成果指標の達成度(R4)が概ね計画ど
おりであることから、継続推進とする。
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内部評価及び外部評価の推移（1-1 仕事の質を高めるＩＣＴ活用の推進）

R3 R4 R5

1-1 仕事の質を高めるＩＣＴ活用
の推進

内部評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓現状推進
Ｂ︓進⾏強化 Ｃ︓課題の重点検討
Ｄ︓⾒直し⼜は廃⽌

Ｓ︓目標達成 Ａ︓継続推進
Ｂ︓要改善 Ｃ︓要⾒直し
Ｄ︓取組終了

Ｓ︓目標達成 Ａ︓継続推進
Ｂ︓要改善 Ｃ︓要⾒直し
Ｄ︓取組終了

S

A

B

C

D

外部評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓現状推進
Ｂ︓進⾏強化 Ｃ︓課題の重点検討
Ｄ︓⾒直し⼜は廃⽌

Ｓ︓目標達成 Ａ︓継続推進
Ｂ︓要改善 Ｃ︓要⾒直し
Ｄ︓取組終了

（本日決定するもの）

S

A

B

C

D

- 11 -



取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

評価
理由

はだのICT活用推進計画で設定した取組
内容及び評価指標を達成可能なことが想
定される。

・被災者支援システムの更新について、システムの

有用性の検証を理由に一部遅れが生じているが、全

体を通してはだのICT活用推進計画で設定した取組

内容及び評価指標を達成しているため、概ね計画ど

おりとした。

・ICTを活用することにより見直し可能な箇所が既存

業務に多くあったこと、ＩＣＴ活用による効率化の恩恵

を現場が実感しやすいこと等が、目標とする評価指

標の達成につながった。

その他
効果

取組
主管課

デジタル推進課

区分 新規 継続
(今年度の取組み)

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の効率化】

・新たに２業務に導入を行う予定。

【ＡＩ－ＯＣＲ（ＯＣＲの自動読み取り）の導入検討】

・対象帳票の拡大を検討しつつ、試行運用を継続。

【AI会議録作成システムを活用した事務負担の軽減】

・全庁的にシステムが利用できる環境を整備し供用を開

始する。

(今年度の取組み)

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の効率化】

・導入業務を検討し、拡大を行う予定

【市税等の口座振替受付オンライン化】

・口座振替データを基幹系システムに取り組むことに

より、手入力の作業時間を削減する。

【AI現況調査システムの活用】

・固定資産税の適正な課税事務を行うにあたり、事務

の効率化を図る。

項目名
1-1-1. ＩＣＴ活用による業務
の効率化

実績

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の
効率化】
・9月から新たに個人番号系ネットワークに
環境を構築する予定。
・庁内照会を通して対象業務の絞り込みを
実施し、税務に関する事務等4業務に導入
を行う予定。

【ＡＩ－ＯＣＲ（ＯＣＲの自動読み取り）の導
入検討】
・ＡＩ－ＯＣＲを9月に導入する予定。
・１帳票を対象に試行運用を開始する予
定。

(前年度の実績)

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の効率化】

・9月から新たに個人番号系ネットワークに環境を構築。

・庁内照会をとおして対象業務の絞り込みを実施し、税務

に関する事務等4業務に導入を行い、全体で年間約1,057

時間を削減見込み。

【ＡＩ－ＯＣＲ（ＯＣＲの自動読み取り）の導入検討】

・ＡＩ－ＯＣＲを9月に導入。

・１帳票を対象に試行運用を開始。

(前年度の実績)

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の効率化】

・新たに４業務に導入

・全体で年間約1,168時間を削減。

【AI会議録作成システムを活用した事務負担の軽減】

・全庁的にシステムが利用できる環境を整備し供用を開

始した。年間換算で約700の会議に使用し、平均33％会

議録作成時間を削減できた。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で設定した取

組内容及び評価指標を達成している。また昨年度に

一部遅れが生じていた被災者支援システムの更新

については、総合防災情報システムにおいて機能追

加が行えるか検討することとしたため、概ね計画どお

りとした。

・ICTを活用することにより見直し可能な箇所が既存

業務に多くあったこと、ＩＣＴ活用による効率化の恩恵

を現場が実感しやすいこと等が、目標とする評価指

標の達成につながった。

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

ＡＩやＲＰＡ等を活用した定型
業務の自動化・省力化や、
業務におけるＩＣＴ活用を推
進し、業務効率化や職員の
事務負担軽減を目指しま
す。

自己評価 Ａ：計画どおり Ｂ：概ね計画どおり Ｂ：概ね計画どおり

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

引き続き、庁内の様々な業務を対象として
積極的にICT活用した効率化を進めると共
に、新しい技術に関する情報収集を行う。

引き続き、庁内の様々な業務を対象として
積極的にICT活用した効率化を進めると共
に、新しい技術に関する情報収集を行う。

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施 Ａ：継続実施
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≪⾃⼰評価の区分≫ ≪次年度以降の評価の区分≫
評価結果 内容

Ａ：計画どおり 予定する取組の全部を実施し、取組目標を達成
できるもの

Ｂ：概ね計画どおり 予定する取組の一部を実施し、概ね計画どおり
の進捗が認められるもの

Ｃ：遅れている
予定する取組が準備中又は検討中で、進捗が
十分とは言えないもの

Ｄ：取組に課題あり
予定する取組が未着手又は未実施であり、取組
内容に見直しが必要なもの

Ｅ：終了又は廃止
状況の変化等の理由で取組を終了又は廃止す
るもの

評価結果 内容

Ｓ：取組完了 取組を全て実施し、目標を達成したため、終了す
るもの

Ａ：継続実施 次年度以降も継続して取組を進めるもの

Ｂ：一部見直し 取組内容やスケジュール等一部見直しを行い、
取組を進めるもの

Ｃ：抜本的見直し
計画時から大幅に取組内容等を見直し、進める
もの

Ｄ：終了又は廃止
状況の変化等の理由で取組を終了又は廃止す
るもの

【補⾜（⾃⼰評価及び次年度以降の評価の区分）】
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取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

評価
理由

はだのICT活用推進計画で設定した取組
内容及び評価指標を達成可能なことが想
定される。

・被災者支援システムの更新について、システムの

有用性の検証を理由に一部遅れが生じているが、全

体を通してはだのICT活用推進計画で設定した取組

内容及び評価指標を達成しているため、概ね計画ど

おりとした。

・ICTを活用することにより見直し可能な箇所が既存

業務に多くあったこと、ＩＣＴ活用による効率化の恩恵

を現場が実感しやすいこと等が、目標とする評価指

標の達成につながった。

その他
効果

取組
主管課

デジタル推進課

区分 新規 継続
(今年度の取組み)

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の効率化】

・新たに２業務に導入を行う予定。

【ＡＩ－ＯＣＲ（ＯＣＲの自動読み取り）の導入検討】

・対象帳票の拡大を検討しつつ、試行運用を継続。

【AI会議録作成システムを活用した事務負担の軽減】

・全庁的にシステムが利用できる環境を整備し供用を開

始する。

(今年度の取組み)

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の効率化】

・導入業務を検討し、拡大を行う予定

【市税等の口座振替受付オンライン化】

・口座振替データを基幹系システムに取り組むことに

より、手入力の作業時間を削減する。

【AI現況調査システムの活用】

・固定資産税の適正な課税事務を行うにあたり、事務

の効率化を図る。

項目名
1-1-1. ＩＣＴ活用による業務
の効率化

実績

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の
効率化】
・9月から新たに個人番号系ネットワークに
環境を構築する予定。
・庁内照会を通して対象業務の絞り込みを
実施し、税務に関する事務等4業務に導入
を行う予定。

【ＡＩ－ＯＣＲ（ＯＣＲの自動読み取り）の導
入検討】
・ＡＩ－ＯＣＲを9月に導入する予定。
・１帳票を対象に試行運用を開始する予
定。

(前年度の実績)

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の効率化】

・9月から新たに個人番号系ネットワークに環境を構築。

・庁内照会をとおして対象業務の絞り込みを実施し、税務

に関する事務等4業務に導入を行い、全体で年間約1,057

時間を削減見込み。

【ＡＩ－ＯＣＲ（ＯＣＲの自動読み取り）の導入検討】

・ＡＩ－ＯＣＲを9月に導入。

・１帳票を対象に試行運用を開始。

(前年度の実績)

【ＲＰＡ（自動化技術）の導入による事務の効率化】

・新たに４業務に導入

・全体で年間約1,168時間を削減。

【AI会議録作成システムを活用した事務負担の軽減】

・全庁的にシステムが利用できる環境を整備し供用を開

始した。年間換算で約700の会議に使用し、平均33％会

議録作成時間を削減できた。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で設定した取

組内容及び評価指標を達成している。また昨年度に

一部遅れが生じていた被災者支援システムの更新

については、総合防災情報システムにおいて機能追

加が行えるか検討することとしたため、概ね計画どお

りとした。

・ICTを活用することにより見直し可能な箇所が既存

業務に多くあったこと、ＩＣＴ活用による効率化の恩恵

を現場が実感しやすいこと等が、目標とする評価指

標の達成につながった。

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

ＡＩやＲＰＡ等を活用した定型
業務の自動化・省力化や、
業務におけるＩＣＴ活用を推
進し、業務効率化や職員の
事務負担軽減を目指しま
す。

自己評価 Ａ：計画どおり Ｂ：概ね計画どおり Ｂ：概ね計画どおり

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

引き続き、庁内の様々な業務を対象として
積極的にICT活用した効率化を進めると共
に、新しい技術に関する情報収集を行う。

引き続き、庁内の様々な業務を対象として
積極的にICT活用した効率化を進めると共
に、新しい技術に関する情報収集を行う。

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

- 14 -



⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-1-1 ICT活用による業務の効率化

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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令和５年度（2023年度）

Ａ：継続実施

Ａ：計画どおり

評価
理由

・「境界確定図等の電子化の推進」について、業者へ

の委託と職員により電子化作業を進めているが、当

初の予定より事務がやや遅れている。

・その他の事業については、はだのICT活用推進計

画で設定した取組内容及び評価指標を概ね達成可

能なことが想定される。

・先行導入市から収集した情報を参考に作成した運

用方針案や文書の電子化に必要なスキャナの配置

計画案を作成し、WGで協議している。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。
・ペーパーレス化により、紙資料の大幅な
削減が見込まれる箇所が既存業務に多く
あったこと、ＩＣＴ活用による効率化の恩恵
を現場が実感しやすいこと等が、目標とす
る評価指標の達成につながった。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。
・特に文書管理システムの導入により、大
幅な紙資料の削減を実現したこと、ＩＣＴ活
用による効率化の恩恵を現場が実感しや
すいこと等が目標とする評価指標の達成
につながった。

(今年度の取組み)

【文書管理システム及び電子決裁の導入】

財務会計システムの電子決裁を運用開始。

【電子契約システムの導入】

・実証実験を通した効果検証。

・規則・要綱・運用基準等の整備。

・令和5年6月に公告する入札案件から導入開始

【ペーパーレス会議の推進】

・議員連絡会のペーパーレス化について協議継続

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

紙資料の電子化や、ＩＣＴ活
用によるペーパーレス化を
推進することで、環境への
配慮とともに業務効率化を
目指します。

自己評価 Ｂ：概ね計画どおり Ａ：計画どおり

区分 新規 継続
(今年度の取組み)

【ペーパーレス会議の推進】

・議員連絡会のペーパーレス化について協議継続

【文書管理システム及び電子決裁の導入】

・令和5年1月の運用開始に向け、引き続き、システムの調整及

び文書の電子化に必要なスキャナを配置する。また、例規等の

改正、マニュアル等の整備並びに職員研修を実施する。

【電子契約システムの導入】

・実証実験を通した効果検証。

・規則・要綱・運用基準等の整備。

実績

【ペーパーレス会議の推進】

・ペーパーレス会議実施マニュアルを作成し、対象者

に運用ルールを周知した。

・庁議のペーパーレスによる会議を実施する予定。

・手書メモ用デジタイザーペン及び専用ソフトウェア

の導入予定。

【文書管理システム及び電子決裁の導入】

　先行導入市から収集した情報を参考に作成した運

用方針案や、文書の電子化に必要なスキャナの配

置計画案を作成し、WGで協議している。

令和５年１月から運用を開始する文書管理システム

（電子決裁）の導入に向け、運用方法の検討やシス

テムの調整を進める。

(前年度の実績)

【ペーパーレス会議の推進】

・全ての庁議のペーパーレス化を達成。

・手書メモ用デジタイザーペン及び専用ソフトウェア

の導入

【文書管理システム及び電子決裁の導入】

・運用方針を作成するとともに、委託業者を交え、シ

ステムの詳細を調整。

(前年度の実績)

【文書管理システム及び電子決裁の導入】

全庁的にスキャナ等機器整備、例規改正、マニュアル等の整備を行

い、令和5年1月から財務会計システムを除き、文書管理システム及び

電子決裁を運用開始した。

【ペーパーレス会議の推進】

・議員連絡会のペーパーレス化について協議継続

【電子契約システムの導入】

・実証実験を通した効果検証　・規則・要綱・運用基準等の整備

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

　引き続き、情報を収集するとともに、庁内
での意見照会やPTでの協議を踏まえ、運
用方針の内容を決定していく。
　適正に運用されるよう、運用方針を徹底
させる必要がある。

【文書管理システム及び電子決裁の導入】
本年度の導入及び今後の適正な運用に
努める。
【電子契約システムの導入】
次年度の稼働に向けた準備を進める。

【文書管理システム及び電子決裁の導入】
今後の適正な運用に努める。
【電子契約システムの導入】
今後の適正な運用に努める。

その他
効果

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

取組
主管課

デジタル推進課

項目名
1-1-2. 業務のペーパーレ
ス化の推進

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度）
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-1-2 業務のペーパーレス化の推進

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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その他
効果

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

取組
主管課

デジタル推進課

項目名
1-1-3. ＩＣＴ活用による多様
で柔軟な働き方の推進

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度）

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

【テレワーク勤務制度の推進】
引き続き階層別研修等での周知をとおし
て制度の推進を図る。
【庁内ネットワークの無線化】
引き続き令和6年度の無線化に向け、準
備を行う。

【テレワーク勤務制度の推進】
引き続き階層別研修等での周知をとおし
て制度の推進を図る。
【庁内ネットワークの無線化】
引き続き令和6年度の無線化に向け、準
備を行う。

Ａ：継続実施

Ａ：計画どおり

評価
理由

はだのICT活用推進計画で設定した取組
内容及び評価指標を達成可能なことが想
定される。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で設定し
た取組内容及び評価指標を達成しているため、
計画どおりとした。
・各種環境の整備は概ね終了しており、新しい働
き方により恩恵を受ける職員が潜在的に一定数
存在したこと、テレワークにおいては階層別研修
での周知による利用促進に取組んだことが、目
標とする評価指標の達成につながった。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

(今年度の取組み)

【テレワーク勤務制度の推進】

・新型感染症が感染症法の分類上、５類に移行され

たものの、多様な働き方を実現するため、制度を継

続して実施することを決定。

・階層別研修等において周知を行う。

・実施状況の分析。

【庁内ネットワークの無線化】

令和6年度の無線化に向け、準備を行う。

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

感染症の感染拡大といった
非常時における業務継続
や、限られた職員数で行政
運営を行うこと等を目的とし
て、テレワーク勤務制度を
はじめ、ＩＣＴを活用した職員
の多様で柔軟な働き方を実
現するための環境づくりに
取り組みます。

自己評価 Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり

区分 新規 継続
(今年度の取組み)

【テレワーク勤務制度の推進】

・管理職またはＩＣＴリーダを対象としたトライアルを実施す

る。

・階層別研修等において機材を利用した研修を実施する。

・実施状況の分析。

【庁内ネットワークの無線化】

・秦野市庁内ネットワーク無線化整備実施計画を策定。

実績

【テレワーク勤務制度の推進】
・管理職または、ＩＣＴリーダを対象とした トライア
ルを実施する予定。
・テレワーク用ＰＣの手軽さを周知するため、階層
別研修等において、機材を利用した研修を実施し
た。（第１部、第４部、次世代育成アカデミー）
・実施状況を分析し、活用の促進を図る。

【庁内ネットワークの無線化】
秦野市庁内ネットワーク無線化整備実施計画策
定
令和４年３月に一部の会議室等への無線ＬＡＮ導
入予定。

(前年度の実績)

【テレワーク勤務制度の推進】

・8月に1課1日1名以上の在宅勤務を含む出勤者削減を

実施。テレワークの実施事例等を紹介しながら利用を促し

た。

・テレワークの手軽さを周知するため、階層別研修等にお

いて、機材を利用した研修を実施した。

【庁内ネットワークの無線化】

・一部会議室への無線ＬＡＮ導入を実施

(前年度の実績)
【テレワーク勤務制度の推進】
・階層別研修等において周知を行った。
・実施状況の分析を行った。
【庁内ネットワークの無線化】
・秦野市庁内ネットワーク無線化整備実施計画を
策定。

令和５年度（2023年度）
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-1-3 ICT活用による多様で柔軟な
働き⽅の推進

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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デジタル推進課

項目名
1-1-4. ＩＣＴ環境の最適化
の推進

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度）

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

【次期基幹系システムの最適化】

令和7年度末までに実施する基幹系システムの標準化・

共通化にあたり、庁内の組織体制について調整を行う。

【統合型ＧＩＳによる庁内地図情報共有の環境整備】

・令和5年度にプロポーザルによりシステムを選定し、次

期システムの稼働を開始する。

・新型コロナウイルス感染症の影響から庁内研修の方法

について引き続き検討を行う。

その他
効果

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

取組
主管課

Ａ：継続実施

Ａ：計画どおり

評価
理由

はだのICT活用推進計画で設定した取組
内容及び評価指標を達成可能なことが想
定される。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

(今年度の取組み)

【次期基幹系システムの最適化】

・現行システムの概要調査

・庁内推進のためＰＴ・ＷＧ立ち上げ準備

・次期基幹系システムの選定を行う。

【統合型ＧＩＳによる庁内地図情報共有の環境整備】

次期システム選定のため、公募型プロポーザルを実

施し、統合型GISと個別GISの最適化を図る。

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

ＩＣＴ活用の基盤となる庁内
ネットワーク等の整備、各種
情報システムの標準化や最
適化に取り組みます。

自己評価 Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり

区分 新規 継続
(今年度の取組み)

【次期基幹系システムの最適化】

・今年度にシステム更新するシステムに係る全体調

整

・令和4年8月に公表予定の標準化仕様書への対応

【統合型ＧＩＳによる庁内地図情報共有の環境整備】

次期システム構築に向け、他自治体で実績のある事

業者を対象にRFI（情報提供依頼）を実施

実績

【次期基幹系システムの最適化】
・児童相談システム及び後期高齢者医療システ
ムについて契約締結に向けたシステム構築仕様
及び事業者へのRFI（情報提供依頼書）準備の支
援を実施した。(R3.6)

【統合型ＧＩＳによる庁内地図情報共有の環境整
備】
・次期システムの更新方針の検討にあたり、先
進自治体の現地視察を実施した。
・次期システムの検討にあたり、関係課打合せ
やシステムデモを実施した。

(前年度の実績)

【次期基幹系システムの最適化】

・児童相談システム及び後期高齢者医療システムについ

て契約締結に向けたシステム構築仕様及び事業者への

RFI（情報提供依頼書）準備の支援を実施。

【統合型ＧＩＳによる庁内地図情報共有の環境整備】

・次期システムの更新方針の検討にあたり、先進自治体

の現地視察を実施し、更新方針を策定。

・次期システムの検討にあたり、関係課打合せを実施。

(前年度の実績)

【次期基幹系システムの最適化】

・今年度に更新するシステムに係る全体調整

・標準化仕様書の情報収集及び概要把握

【統合型ＧＩＳによる庁内地図情報共有の環境整備】

次期システム構築に向け、他自治体で実績のある事

業者を対象にRFI（情報提供依頼）を実施

【次期基幹系システムの最適化】
令和7年度末までに実施する基幹系システムの
標準化・共通化にあたり、詳細仕様の調整を行
う。
【統合型ＧＩＳによる庁内地図情報共有の環境整
備】
新システム稼働にあたり庁内研修等を行い、定
着を図る

令和５年度（2023年度）
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-1-4 ICT環境の最適化の推進

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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その他
効果

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

はだのICT活用推進計画で設定した取組
内容及び評価指標を達成可能なことが想
定される。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で設定し
た取組内容及び評価指標を達成しているため、
計画どおりとした。
・階層別研修やICTリーダー向けの研修など、対
象に応じて適切な研修を行うことにより、職員の
ICTスキルや情報リテラシーの底上げに繋がり、
目標とする評価指標の達成となった。

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

【情報セキュリティ対策の推進及び点検】

・情報セキュリティ内部監査の対象部署について、これま

では特定個人情報等取扱部署等に限定していたが、全て

の課等を対象とした中期計画を策定。

・情報セキュリティポリシーの改定について、総務省ガイド

ラインが令和４年４月に改定されたことを受け、令和４年

度に秦野市情報セキュリティーポリシーを改定する。

項目名
1-1-5. ＩＣＴ人材の育成と情
報セキュリティの確保

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度）

評価
理由

【職員のＩＣＴ活用スキル向上】

・第１部、第２部、第３部研修において、ＩＣＴ活用スキ

ルの向上を図った。また、第８部においても研修を実

施する予定。

・情報システム主管課職員を対象に研修を実施する

予定。

・ＩＣＴリーダーを対象に研修を実施する予定。

【情報セキュリティ対策の推進及び点検】

・令和4年2月に情報セキュリティポリシーの改定を実

施する予定。

・令和4年2月に情報セキュリティ監査中期計画（令和

4～6年度）を策定する予定。

・令和3年10月に情報セキュリティー内部監査を実施

する予定。

(前年度の実績)

【職員のＩＣＴ活用スキル向上】

・第１部、第２部、第３部、第８部研修において、ＩＣＴ活用

スキルの向上を図った。

・情報システム主管課職員を対象に研修を実施

・ＩＣＴリーダーを対象に研修を実施

【情報セキュリティ対策の推進及び点検】

・情報セキュリティ内部監査を令和３年１０月に実施。

・情報セキュリティ監査中期計画（令和4～６年度）を策

定。

・全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。
・階層別研修やICTリーダー向けの研修な
ど、対象に応じて適切な研修を行うことに
より、職員のICTスキルや情報リテラシー
の底上げに繋がり、目標とする評価指標
の達成となった。

(今年度の取組み)

【全職員向け研修の実施】

全職員向けにセキュリティ研修を実施

【職員のＩＣＴ活用スキル向上】

引き続き対象者を分けた研修を行い、ＩＣＴ活用スキルの

向上を図るとともに、情報セキュリティ意識の向上を図る。

【情報セキュリティ対策の推進及び点検】

・情報セキュリティ監査中期計画（R4～R6）に基づき、情

報セキュリティ内部監査の実施

(前年度の実績)

【全職員向け研修の実施】

全職員向けにセキュリティ研修を実施

【職員のＩＣＴ活用スキル向上】

引き続き対象者を分けた研修を行い、ＩＣＴ活用スキルの向上を図ると

ともに、情報セキュリティ意識の向上を図る。

【情報セキュリティ対策の推進及び点検】

・情報セキュリティポリシーを改定

・情報セキュリティ内部監査の実施（特定個人情報等及び情報セキュリ

ティ）

・情報セキュリティ監査中期計画（R4～
R6）に基づき、内部監査を実施する。
・引き続き全職員向けの研修やICTリー
ダー向けの研修を行い、職員のICTスキル
や情報リテラシーの底上げを図る。

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

Ａ：計画どおり

令和５年度（2023年度）

概要
（目指す
もの）

高度化・多様化するＩＣＴを
有効活用していくため、職
員のＩＣＴスキル向上や、情
報セキュリティの維持向上
に取り組みます。

自己評価 Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり

取組
主管課

デジタル推進課

区分 新規 継続
(今年度の取組み)

【職員のＩＣＴ活用スキル向上】

引き続き対象者を分けた研修を行い、ＩＣＴ活用スキルの

向上を図るとともに、情報セキュリティ意識の向上を図る。

【情報セキュリティ対策の推進及び点検】

・情報セキュリティポリシーの改定

・情報セキュリティ内部監査の実施（特定個人情報等及び

情報セキュリティ）

実績
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-1-5 ICT人材の育成と情報セキュ
リティの確保

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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ア 外部評価の区分

イ 評価意⾒
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああ

ア これまでの取組を振り返って
評価区分 評価説明

Ｓ：目標達成
全ての取組目標を完了させるなど、改革により目指す姿を達
成したことから、活動を終結させるもの

Ａ：継続推進
改善の余地があることから、意見を付すものの、現状におい
ては同規模又は同水準で取組を推進することが妥当である
もの

Ｂ：要改善
改善の余地があり、またそれは工夫次第で速やかな効果が
期待できるため、取組の改善を求めるもの

Ｃ：要見直し
改革により目指す姿に向けて、進捗が遅れている、又は十分
な成果が収められていないなど、取組の推進に当たり、課題
の分析及び活動の見直しを求めるもの

Ｄ：取組終了 やむを得ない状況の変化等により、取組が継続できない、又
は目標を達成できないことから、取組を終了させるもの

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ
あああああああ

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ
あああああああ

(1) 令和５年度評価 (2) 中間総括評価

イ これからの⾏財政改⾰に求められる視点

1-1 仕事の質を高めるＩＣＴ活用の推進
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３ 柱１（1-2）に係る審議
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90%以上

概要 市民アンケート等を実施することで、窓口・電話口での職員の対応に対する市民満足度を把握する。

実績 55.5% 54.8%

成
果
指
標

電子申請年間利用件数
※実績は、年度終了後に把握

目標 １万件以上 1.3万件以上 1.7万件以上

実績 1.7万件 1.6万件

概要 e-KANAGAWA電子申請システム及びマイナポータルでの電子申請年間利用者数

窓口・電話口での職員の対応に対
する市民満足度割合

目標 70%以上 80%以上

概
要

（
目
指
す
姿

）

改革の柱1-2 サービスの質を高める行政のデジタル化の推進

指標

223手続

計指　標 R3 R4 R5 R6 R7

取組の進捗（％）
目標 50% 70% 100%

概要 e-KANAGAWA電子申請システム及びマイナポータルで電子申請できる手続数（年間）

はだの行政サービス改革基本方針実行計画　進行管理シート

　新型コロナウイルス感染症対策の「新しい生活様式」も見据え、行政手続等のデジタル化を進めるとともに、対面の良さも残すことで、市民にとって便利でやさしい窓
口サービスの実現に向けた取組みを推進します。また、行政データのデジタル化を推進することで、市民サービスの向上につなげます。

概要
「1-2.サービスの質を高める行政のデジタル化の推進」全取組内容の計画期間５年間における取組進捗状況を把握し、秦野市総合計画（はだの２０３０プラン）の基本施策「適正かつ持続可能な行政経営の推

進」における成果・活動量の指標とする。

電子申請可能手続数
※実績は、年度終了後に把握

目標 100手続以上 175手続以上 224手続以上

実績 149手続

項目 １　仕事の改革

実績 70% 75%
活
動
指
標

・職員の作業時間

・人件費

・予算

・システム、ツール など

・市民がサービスを選択でき、利便性が高ま

る

・オンラインの利用が増えることで、職員がよ
り窓口や電話での対応に注力でき、サービス

が向上する

・ICTを活用した地域の活性化や課題の解決

が図られる

投入（インプット） 活動（アクティビティ） 取組効果（アウトプット） 改革成果（アウトカム）

手続等にかかる時間や窓口の待ち時間の短縮、混雑緩和

ＩＣＴを活用できる環境が整う

ＩＣＴを活用できる知識や技能が備わる

地域課題の解決に向けた利活用が推進される

ＩＣＴを利活用したサービスの利用者が増える

1-2-2. 地域におけるＩＣＴ活用の推進

1-2-3. デジタルデバイド対策の推進

1-2-4. オープンデータの推進

1-2-5. データ利活用の推進

1-2-1. 行政手続等デジタル化の推進
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水 と み ど り に 育 ま れ 誰 も が 輝 く
暮 ら し よ い 都 市 （ ま ち ）

秦野市
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　行政手続きのデジタル化に関する取組みを進め、
市民サービスの向上につなげる

(今年度の取組み)
各種手続きのオンライン化（約275件）、手数料等のキャッシュ
レス化、電子地域通貨導入の検討

・電子申請公開手続件数　150件
・高齢者向けデジタル活用講座の実施　11回
・デジタル教科書の運用及びデジタル教材の導入
・デジタル広報の導入

成果実績

　電子申請ができる手続数も着実に増えており、利
便性が高まっている。また、令和２年11月から公開
開始した公開型地理情報システム「はだのＷＥＢ
マップ」の活用を推進し、市役所に来なくても、必要
な情報を入手できる仕組みの検討を開始し、サービ
スの向上につなげる。

・行政手続等デジタル化の推進に関する取組みとして、全体
で156件の手続を市民向けに公開する。また、デジタルデバ
イド対策の推進として、市内11公民館でスマートフォン体験
講座を220名を対象に開催する。
・その他の取組みについても、はだのＩＣＴ活用推進計画に
基づき滞りなく実施する。

令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

取組目標

(前年度の実績)

市民の利便性向上、職員の事務負担軽減、新たな学びのスタイル

の構築、地域経済の活性化、デジタルデバイド対策の推進

(今年度の取組み)

市民の利便性向上、職員の事務負担軽減、地域経済の活性化

・電子申請公開手続件数　175件

・高齢者向けデジタル活用講座の実施　40回

・次期はだのＷＥＢマップ（公開型ＧＩＳ）運用開始

・デジタルガイドブックの公開

・キャッシュレス決済レジの導入

活動実績

　令和３年７月１日時点で、令和３年度の取組予定
は全て着手し、概ね目標を達成できる見込みだが、
国が推進するデジタル社会推進の基礎となるマイナ
ンバーカード交付事務の円滑化については、対人口
ベースの交付率の目標を達成できない見込みであ
る。

(前年度の実績)

各種手続のオンライン化の推進（全体で149件の手続きを公開）、ス

マート窓口の導入、デジタル教科書（教材）の導入、全ての児童生徒に

Googleアカウントの配付及び端末の持ち帰り体制の整備　など

(前年度の実績)

各種手続きのオンライン化（223件）、デジタル教科書の導入、デジタルガイドブックの作

成、プレミアム電子商品券事業の実施、公衆無線LAN環境の拡充（3施設）、高齢者向けデ

ジタル活用講座の実施、総合防災情報システムの運用開始

(今年度の取組み)

各種手続のオンライン化の推進（全体で156件の手続を公開）、デジタルガイドブックの

作成、高齢者向けデジタル活用講座の実施、庁内オープンデータの利活用推進、総合

防災情報システムの運用開始　など

　例えば、マイナンバーカードの取得率に関する取
組みでは、マイナンバーカードを普及させることが目
的となってしまっていることから、普及することにより
市民サービスの向上に繋がるという視点を明確にす
ることが必要である。また、市民サービスを向上させ
るという目的を明確にし、段階的に達成目標を設定
することが必要である。

個々の取組の評価においては、市民サービスにどのような成果が生ま

れたのかなど、アウトカムの視点で自己評価から内部評価までを行うこ

とが求められる。

また、技術革新は、日々、目覚ましい進歩を遂げており、一つの技術革

新が導く別の分野での革新にも、しっかり対応する必要がある。特にマ

イナンバーカードの普及を踏まえた取組、そして窓口のキャッシュレス

化が進んだ先にある窓口の電子化など、未来を見据えたビジョンを持

ちながら、アウトプットがアウトカムに結び付いていることが分かるよう、

仕事の改革に取り組んでいただきたい。

（次年度に向けて）

学校におけるＩＣＴ活用の推進については、教職員の意見を丁寧に聴

き、検討を進めること。また、その他のデジタル化の推進に当たっては、

障害や年齢等によるデジタルデバイドの解消の視点も含めて、取組の

推進を図ること。

（次年度に向けて）
引き続き、はだのICT活用推進計画に基づき、デジタ
ル化を進め、業務の効率化を図ること。

外部評価

Ａ：現状推進 Ａ：継続推進

内部評価（結果
要因、次年度課
題等）

Ａ：現状推進 Ａ：継続推進 Ａ：継続推進

　令和３年度の取組予定は全て着手できており、予
定どおりに取組みができている。
　取組時期を前倒しにしたり、電子申請の対象業務
を拡大するなど、さらなる効果を狙って、積極的に取
り組むこと。
　なお、取組みにあたっては、導入等の費用対効果
をよく検証し、効果的な取組みとなるように、適宜、
見直しを図ること。

はだのＩＣＴ活用推進計画に基づき、概ね計画どおりであることから、継

続推進とするが、今年度予定している取組について、遅れが生じないよ

う、進行管理すること。また、マイナンバーカードの交付については、国

の計画に準じ、さらなる交付率の向上に向けて取り組むこと。

窓口・電話口での職員の対応に対する市民満足度割合が市民
アンケート実施中であるものの、そのほかの活動指標及び成
果指標の達成度(R4)が概ね計画どおりであることから、継続推
進とする。
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内部評価及び外部評価の推移（1-2 サービスの質を高める⾏政のデジタル化の推進）

R3 R4 R5

1-2 サービスの質を高める⾏政の
デジタル化の推進

内部評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓現状推進
Ｂ︓進⾏強化 Ｃ︓課題の重点検討
Ｄ︓⾒直し⼜は廃⽌

Ｓ︓目標達成 Ａ︓継続推進
Ｂ︓要改善 Ｃ︓要⾒直し
Ｄ︓取組終了

Ｓ︓目標達成 Ａ︓継続推進
Ｂ︓要改善 Ｃ︓要⾒直し
Ｄ︓取組終了

S

A

B

C

D

外部評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓現状推進
Ｂ︓進⾏強化 Ｃ︓課題の重点検討
Ｄ︓⾒直し⼜は廃⽌

Ｓ︓目標達成 Ａ︓継続推進
Ｂ︓要改善 Ｃ︓要⾒直し
Ｄ︓取組終了

（本日決定するもの）

S

A

B

C

D
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取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

取組
主管課

デジタル推進課

区分 新規 継続 (今年度の取組み)

【各種手続のオンライン化の推進】

・全体で156件の手続を公開。

・電子申請や機械に不慣れな人に向け「お試し電子申請」

を公開

・マイナポータルを使用し受付を開始

【住民異動届出等におけるスマート窓口の導入】

・引き続きホームページや窓口のチラシ等による利用の

周知を実施すると共に、窓口来庁者への積極的な声かけ

等により利用促進を図る。

(今年度の取組み)
【各種手続のオンライン化の推進】
・全体で約275件の手続を公開。
・マイナポータルでの申請受付を拡大
【手数料等のキャッシュレス化の推進】
10月から戸籍住民課、資産税課窓口及び弘法
の里湯において導入予定

項目名
1-2-1. 行政手続等デジタ
ル化の推進

実績

【各種手続のオンライン化の推進】
・本年度中に公開する手続が約115件とな
る見込み。
・マイナポータルを活用したオンライン化に
向けた検討を実施中。

【住民異動届出等におけるスマート窓口の
導入】
・4月22日付けでシステム導入契約を締
結。
・5月に機能要件定義、6月から環境構築
作業を順次実施し、9月から運用開始予
定。

(前年度の実績)

【各種手続のオンライン化の推進】

・全体で149件の手続きを公開。

・マイナポータルを活用したオンライン化に向けた検

討を実施。

【住民異動届出等におけるスマート窓口の導入】

・令和3年9月からシステム稼働。

・広報はだの、ホームページ、窓口卓上掲示物等に

より利用の周知を図った。

(前年度の実績)

【各種手続のオンライン化の推進】

・全体で223件の手続を公開。

・電子申請や機械に不慣れな人に向け「お試し電子申請」

を公開。

・マイナポータルでの申請受付を開始

【住民異動届出等におけるスマート窓口の導入】

・ホームページや窓口のチラシ等による利用の周知を実

施すると共に、窓口来庁者への積極的な声かけ等により

利用促進を行った。

評価
理由

国が推進するデジタル社会推進の基礎となる「マイ

ナンバーカード交付事務の円滑化」について、対人口

ベースの交付率の目標値を達成できない見込み。

（70.8％→36.9％）

その他の事業については、はだのICT活用推進計画

で設定した取組内容及び評価指標を概ね達成可能

なことが想定される。

・「マイナンバーカード交付事務の円滑化」について、

目標とする交付率の未達成を理由に遅れが生じてい

るが、全体を通してはだのICT活用推進計画で設定し

た取組内容及び評価指標を達成しているため概ね計

画どおりとした。

・行政手続のオンライン化やスマート窓口の導入によ

り利用者の利便性が向上することに加え、電子化に

より職員の事務効率が向上したことが目標とする評

価指標の達成につながった。

・「マイナンバーカード交付事務の円滑化」
について、目標とする交付率の未達成を
理由に遅れが生じたが、全体を通してはだ
のICT活用推進計画で設定した取組内容
及び評価指標を達成しているため概ね計
画どおりとした。

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

市民の利便性向上、事務の
効率化、感染症の感染拡大
防止の観点を踏まえ、行政
手続をはじめとする各種行
政サービスのデジタル化を
推進し、いつでも、どこでも
やり取りできる市役所を目
指します。

自己評価 Ｂ：概ね計画どおり Ｂ：概ね計画どおり Ｂ：概ね計画どおり

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

その他
効果

Ａ：継続実施

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

「マイナンバーカード交付事務の円滑化」
については、75歳以上の未申請者に対
し、後期高齢者医療広域連合から郵送用
交付申請書が個別送付する予定だが、時
期は未定。

【マイ ナンバーカ ード交付事務の円滑化】

・前年度までの取組に加え次の取組みを実施し、国の計画に準じた令和4年度

末までの交付率100％を目指す。

-新たに申請支援用端末を導入し、地域に出向いた出張申請支援を積極的に

実施する。

-広報はだの普及促進特集号を発行し、申請方法や利便性等について周知す

る。

・7月下旬から8月末にかけて75歳未満の未取得者に対する交付申請書が再送

付されるため、9月末までの交付申請を対象とする国のマイ ナポイ ント事業と

併せ、周知及び申請支援体制を整備する。

・令和5年2月からはカ ード取得者の利便性の向上のため、引越しワンストップ

サービスを開始する。

【マイナンバーカード交付事務の円滑化】
・来年秋に予定されるマイナンバーカードと健康
保険証の一体化に向け、普及促進を行う。
【手数料等のキャッシュレス化の推進】
キャッシュレスレジの利用率等を見定めながら、
その他窓口への拡充を検討する。
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-2-1 ⾏政手続等デジタル化の推進

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D

- 31 -



取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

Ａ：計画どおり

評価
理由

はだのICT活用推進計画で設定した取組
内容及び評価指標を達成可能なことが想
定される。

全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

(今年度の取組み)

【はだのＷＥＢマップにおける地図情報公開】

次期はだのＷＥＢマップに搭載するコンテンツについて、

新規公開する地図情報の公開準備を進める。

【学校におけるＩＣＴ活用の推進】

次期校務システムを含む学校ネットワークの更新を行う。

【ICTを活用した地域経済の活性化】

・秦野市電子地域通貨事業推進基本方針を策定及び秦

野市電子地域通貨事業推進本部会及び幹事会を設置

し、電子地域通貨導入についての検討を進める。

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

ＩＣＴを活用した市民への効
果的な情報発信や、地域に
おけるＩＣＴ活用に関する支
援、環境整備等を推進し、
地域がつながる環境づくり
を目指します。

自己評価 Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり

区分 新規 継続 (今年度の取組み)

【はだのＷＥＢマップにおける地図情報公開】

次期はだのＷＥＢマップに搭載するコンテンツについて、庁内外からのニーズを把握し決

定。

【学校におけるＩＣＴ活用の推進】

・次期校務システムを含む学校ネットワークについて検討委員会を設置し、検討を進め

る。また、７月下旬において、RFI(情報提供依頼）を実施し、事業者から情報を収集した上

で次期システムへの更新のための予算要求を行う。

・小学校英語（5、6年）の指導者用デジタル教科書（教材）を導入するとともに、国の実証

事業により、学校が希望する教科の学習者用デジタル教科書を導入した。

【ICTを活用した地域経済の活性化】

デジタルガイ ドブックの作成、電子地域通貨先行実施都市の視察及び検討懇話会を行い

電子地域通貨の導入についての検討を進める。

実績

【はだのＷＥＢマップにおける地図情報公開】
・次年度予算編成にあたり、全庁的にコンテンツ
掲載の意向調査を行う予定。また、令和5年10月
の統合型GISの更新に向けて、公開地図情報の
充実化によって、そもそも市役所に来なくても、市
民の自宅や事業者の事務所で必要な情報が入
手できる仕組みの検討を開始した。

【学校におけるＩＣＴ活用の推進】
・教育におけるＩＣＴ活用に関する研修会を２回実
施し、年度内に１回実施予定である。
・次期校務システムについて、検討を始めた。
・中学校英語のデジタル教科書（教材）を導入
し、実証実験を始めた。

(前年度の実績)

【はだのＷＥＢマップにおける地図情報公開】

次年度予算編成にあたり、全庁的にコンテンツ掲載の意

向調査を行った。

【学校におけるＩＣＴ活用の推進】

・教育におけるＩＣＴ活用に関する研修会を実施した。

・次期校務システムについて、事業者によるシステムデモ

を実施し現行システムの課題について検討した。

・中学校英語の指導者用デジタル教科書（教材）を導入し

た。

(前年度の実績)

【はだのＷＥＢマップにおける地図情報公開】

次期はだのＷＥＢマップに搭載するコンテンツについて、主に土地の売買に必要となる地

図情報を中心に公開することを決定。

【学校におけるＩＣＴ活用の推進】

・次期校務システムを含む学校ネットワークについて検討委員会を設置し、検討を進め

た。

・小学校英語（5、6年）の指導者用デジタル教科書（教材）を導入するとともに、国の実証

事業により、学校が希望する教科の学習者用デジタル教科書を導入した。

【ICTを活用した地域経済の活性化】

・デジタルガイ ドブックの作成・公開

・電子地域通貨先行実施都市の視察及び検討懇話会を行う。

・プレミアム電子商品券事業を実施

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

【はだのＷＥＢマップにおける地図情報公開】
意向調査の内容を基に、データ更新及び実装。
【学校におけるＩＣＴ活用の推進】
小中学校のニーズに対応した使いやすい校務支
援システムへ更新できるよう、実際に利用する教
職員の意見を踏まえて検討を進める。

【はだのＷＥＢマップにおける地図情報公開】
データ品質を維持するため、公開した地図情報の
データ更新を行う。
【ICTを活用した地域経済の活性化】
電子地域通貨導入に向け、秦野市電子地域通
貨事業推進本部会にて協議、関係機関等と意見
交換及びパブコメ等を実施した上、基本計画を策
定予定。

その他
効果

取組
主管課

デジタル推進課

項目名
1-2-2. 地域におけるＩＣＴ活
用の推進
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-2-2 地域におけるICT活用の推進

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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令和４年度（2022年度）

その他
効果

評価
理由

はだのICT活用推進計画で設定した取組
内容及び評価指標を達成可能なことが想
定される。

全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

取組
主管課

デジタル推進課

項目名
1-2-3. デジタルデバイド対
策の推進

Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

【公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備・拡充】

機器入替等による接続方法及び利用要件の統一につい

ては、昨今の情勢により機器の調達が困難となる可能性

があることから、予算編成に向け通信事業者と調整を図る

必要がある。

【地域における高齢者向けデジタル活用講座の実施】

コースによっては講師が教えられる限界が最大10名程度

であるため、目標人数に到達しない可能性がある。

【公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備・拡充】

機器入替等による接続方法及び利用要件の統一につい

ては、昨今の情勢により機器の調達が困難となる可能性

があることから、予算編成に向け通信事業者と調整を図る

必要がある。また、表丹沢魅力づくり構想等に位置づけて

いる施設を中心に拡充しているが、屋外施設が多く、電源

の確保等も含めて設置困難な場所についての対応を検討

する必要がある。

全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

(今年度の取組み)

【公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備・拡充】

拡充計画に基づき、拡充を行う。(本庁舎再整備及び

３施設を拡充）

【地域における高齢者向けデジタル活用講座の実

施】

・昨年度に引き続き各公民館にてスマホ講座を開講

・デジタル活用支援事業（地域連携型）を活用し、事

業者と連携したスマホ講座を開催。

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

ＩＣＴを活用することにより、
年齢や身体的な条件その
他要因に関わらず、誰もが
容易に行政サービスを利用
できる環境づくりを目指しま
す。

自己評価 Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり

区分 新規 継続 (今年度の取組み)

【公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備・拡充】

・前年度承諾を得た施設について、拡充を行う。

・今後の拡充について、更新方針をもとに施設所管課と協

議を行う。

【地域における高齢者向けデジタル活用講座の実施】

・市内11公民館でスマートフォン体験講座を開催。

・各キャリア事業者との協定等に向けた調整を実施

実績

【公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備・拡
充】
・全庁的に照会を行い、拡充に関する意向
調査を実施した。

【新たな学びの場を求める児童生徒に対
するＩＣＴを活用した学習支援】
・教育支援教室「いずみ」や訪問型個別支
援教室「つばさ」に通室している児童生徒
に対して、学習ドリルソフトの導入の検討
を始めた。
・全ての児童生徒にＧｏｏｇｌｅアカウントの
配付及び端末の持ち帰りの体制を整備し
た。

(前年度の実績)

【公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備・拡充】

・令和4年度の拡充について対象施設の所管課等を対象としたWG及

びPTを開催し設置について承諾。

・小中学校に設置している公衆無線LANについて、関係課と災害時開

放要件、運用方法を整理。

【新たな学びの場を求める児童生徒に対するＩＣＴを活用した学習支援】

・教育支援教室「いずみ」や訪問型個別支援教室「つばさ」に通室して

いる児童生徒に対して、学習ドリルソフトの導入の検討を始めた。

・全ての児童生徒にＧｏｏｇｌｅアカウントの配付及び端末の持ち帰りの体

制を整備した。

(前年度の実績)

【公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備・拡充】

新たに３施設に拡充。

更新方針に基づいた令和７年度までの拡充計画を策

定

【地域における高齢者向けデジタル活用講座の実

施】

・市内11公民館等でスマートフォン体験講座を開催。

Ａ：計画どおり

次年度

以降
Ａ：継続実施

令和５年度（2023年度）取組内容 令和３年度（2021年度）
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-2-3 デジタルデバイド対策の推進

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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Ａ：継続実施

デジタル推進課

区分 新規

全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

(今年度の取組み)
【オープンデータの充実、利活用の推進】
・データ更新
・新規にデータを公開
【庁内オープンデータの利活用推進】
「住民基本台帳（世帯情報）」データなどを
庁内で自由に利用できるよう調整。

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度）

全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

(今年度の取組み)
【オープンデータの充実、利活用の推進】
・データ更新
・新規データの公開を検討
【庁内オープンデータの利活用推進】
・新規データの公開を検討

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

本市が保有するデータの
オープンデータ化を推進し、
公民連携による市民サービ
スの向上を目指します。

自己評価 Ａ：計画どおり

項目名
1-2-4. オープンデータの推
進

実績

【オープンデータの充実、利活用の推進】
・9月をめどに全庁的に更新データ及び新
規公開データ照会を行う予定。

【庁内オープンデータの利活用推進】
・庁内向け公開ページ作成に向け、検討を
行う予定。

(前年度の実績)

【オープンデータの充実、利活用の推進】

・データ更新

・新規に1件のオープンデータを公開

【庁内オープンデータの利活用推進】

・庁内向け公開ページとして統合型ＧＩＳを活用し、

「通学路整備要望箇所」データなどを庁内で自由に

利用できるよう調整。

(前年度の実績)
【オープンデータの充実、利活用の推進】
・データ更新
・新規にデータを公開
【庁内オープンデータの利活用推進】
「住民基本台帳の世帯情報（世帯人数の
プロット）」データを庁内公開

取組
主管課

継続

Ａ：継続実施

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

引き続き、はだのICT活用推進計画に基づ
き、着実に実施する。

引き続き、はだのICT活用推進計画に基づ
き、着実に実施する。

Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり

評価
理由

はだのICT活用推進計画で設定した取組
内容及び評価指標を達成可能なことが想
定される。

令和５年度（2023年度）

その他
効果

次年度

以降
Ａ：継続実施
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-2-4 オープンデータの推進

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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その他
効果

取組
主管課

デジタル推進課

区分 新規 継続 (今年度の取組み)

【ＵＡＶ（ドローン）を活用した鳥獣被害対策】

３地域を選定し、ＵＡＶを活用して作成した被害対策地図を

元に各地域で勉強会を開催し、被害対策を実施する。

【災害時情報提供におけるICTの活用】

・本格的な台風シーズン前の年7月1日に「秦野市総合防

災情報システム」の運用を開始する。

・本システムを効果的に活用できるよう、職員及び市民向

けに操作講習会を開催し、周知・啓発を推進する。

Ａ：継続実施 Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

【災害時情報提供におけるICTの活用】
デジタル技術を活用した市民の主体的な
避難行動を促す取り組みを推進するため
には、障害や年齢等によるデジタルデバイ
ドの解消に向けた取り組みを更に推進す
る。

【災害時情報提供におけるICTの活用】
デジタル技術を活用した市民の主体的な
避難行動を促す取り組みを推進するため、
引き続き障害や年齢等によるデジタルデ
バイドの解消に向けた取り組みを推進す
る。

評価
理由

はだのICT活用推進計画で設定した取組
内容及び評価指標を達成可能なことが想
定されるため。

全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

全体を通してはだのICT活用推進計画で
設定した取組内容及び評価指標を達成し
ているため、計画どおりとした。

関係
計画等

はだのＩＣＴ活用推進計画

概要
（目指す
もの）

合理的根拠に基づく政策立
案（ＥＢＰＭ）の考え方を踏
まえ、ＩｏＴ等の技術を活用し
たデータ収集や、データ共
有・分析等を支える環境づく
りを進め、積極的なデータ利
活用を目指します。

自己評価 Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり

(今年度の取組み)

【ＵＡＶ（ドローン）を活用した鳥獣被害対策】

３地域を選定し、ＵＡＶを活用して作成した被害対策

地図を元に各地域で勉強会を開催し、被害対策を実

施する。

【災害時情報提供におけるICTの活用】

・本システムの機能拡充を予定

・引き続き本システムを効果的に活用できるよう、市

民向けに操作講習会を開催し、周知・啓発を推進す

る。

令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

項目名
1-2-5. データ利活用の推
進

実績

【国保データベース（KDB）システムを活用
した情報の授受、データ分析】
・高齢者の低栄養、筋量低下、口腔機能
低下等による心身機能の低下を改善する
ため、ＫＤＢシステムから前年度の健診結
果で対象者を抽出し、必要な支援を行う。
・糖尿病性腎症重症化予防のため、ＫＤＢ
システムから前年度健診結果で対象者を
抽出し、保健指導を行う。

【ＵＡＶ（ドローン）を活用した鳥獣被害対
策】
・個別事業の目的、スケジュール、目標管
理に対して、計画期間中に一部実施する
見込み。

(前年度の実績)

【国保データベース（KDB）システムを活用した情報の授

受、データ分析】

後期高齢者の糖尿病性腎症重症化予防事業及び低栄養

防止支援事業を実施した。

【ＵＡＶ（ドローン）を活用した鳥獣被害対策】

山谷、波多川・欠畑及び北矢名北部の３地域を選定し、Ｕ

ＡＶを活用して作成した被害対策地図を元に各地域で勉

強会を２回開催した。各地域では主に放棄果樹の伐採な

どの環境整備を実施した。

(前年度の実績)

【ＵＡＶ（ドローン）を活用した鳥獣被害対策】

三廻部、北矢名、谷戸池端の３地域を選定し、ＵＡＶを活用して作成し

た被害対策地図を元に各地域で勉強会を開催した。

【災害時情報提供におけるICTの活用】

・本格的な台風シーズン前となる令和4年7月1日に「秦野市総合防災

情報システム」の運用を開始し、リアルタイムでの被害状況の配信を

開始した。

・本システムを効果的に活用できるよう、職員及び市民向けに操作講

習会を開催し、周知・啓発を推進した。

次年度

以降

取組内容 令和３年度（2021年度）
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

1-2-5 データ利活用の推進

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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ア 外部評価の区分

イ 評価意⾒
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああ

ア これまでの取組を振り返って
評価区分 評価説明

Ｓ：目標達成
全ての取組目標を完了させるなど、改革により目指す姿を達
成したことから、活動を終結させるもの

Ａ：継続推進
改善の余地があることから、意見を付すものの、現状におい
ては同規模又は同水準で取組を推進することが妥当である
もの

Ｂ：要改善
改善の余地があり、またそれは工夫次第で速やかな効果が
期待できるため、取組の改善を求めるもの

Ｃ：要見直し
改革により目指す姿に向けて、進捗が遅れている、又は十分
な成果が収められていないなど、取組の推進に当たり、課題
の分析及び活動の見直しを求めるもの

Ｄ：取組終了 やむを得ない状況の変化等により、取組が継続できない、又
は目標を達成できないことから、取組を終了させるもの

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ
あああああああ

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ
あああああああ

(1) 令和５年度評価 (2) 中間総括評価

イ これからの⾏財政改⾰に求められる視点

1-2 サービスの質を高める⾏政のデジタル化の推進
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４ 柱２に係る審議
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令和４年度の外部評価に係る対応状況
≪柱２≫

外部評価 対応状況
① 職員の意識改⾰は、研修だけではなく、外部とのネットワークを構築する
機会の奨励などを含め、検討を進めていただきたい。また、外部から様々な分
野の人材を登用することなどにより、組織の活性化を図っていただきたい。

① ⾃⼰啓発学習の助成により、資格取得を後押ししていますが、その制度を
⾒直し、広く助成の対象としました。また、外部の人材登用は、国や県との人
事交流を積極的に⾏っており、令和５年度からは企業版ふるさと納税を活用し、
⺠間企業から職員を任期付で採用しています。

② 職員の能⼒開発は、個人としてのものと組織としてのものがあるため、そ
れらをうまく一致させることが重要である。

② 所属⻑（部⻑や課⻑）に職員を育成する視点をもって、能⼒開発の機会の
創出を⾏うよう、促していきます。

③ 職員のキャリアは、⾃⾝のキャリア形成への意識を高めるとともに、⼥性
のキャリアパスを示すことが重要である。

③ ⼥性職員に対し、出産等を含めたキャリアを考える機会として、外部講師
を招いた「キャリアデザイン研修」を実施しています。

④ 縦と横のつながりの重要性を再認識し、適切なコミュニケーションのもと、
成果を挙げる組織環境の再構築が求められる。職員が上司又は組織を評価する
ことについて、検討することが必要である。

④ 対話を重視し、研修でそのような機会を多く設け、人事評価のフィード
バック面談などを通じても対話の機会を設けるなどし、職場の⼼理的安全性の
確保を図りたいと思います。職員が上司又は組織を評価することは、専門家の
意⾒も参考に検討しています。

⑤ 「管理職になりたいと思う」と回答する⽐率の指標は、実績が示す背景又
は要因について、緻密な分析が必要である。

⑤ 同指標は、厚⽣労働省が⾏う調査でも同様の傾向ですが、今年度のアン
ケートでは、そう思わない理由を問う設問を追加して⾏います。

⑥ 職員がモチベーションを保ち、仕事に励んでいるのであれば、管理職の指
標は肯定的にも捉えることができる。特定の分野で高度な技術を執⾏する「高
度専門職」という役職の考え⽅もあり得る。

⑥ モチベーションを高める取り組みとして、人事評価の⾒直しなどを実施し
ていきます。複線型人事制度の導入について、先進⾃治体では課題もあるとい
うことなので、人事異動の中で配慮している状況です。

⑦ 研修は、研修を通じた改⾰成果（アウトカム）を設定するなどし、それを
評価軸に活動を進めていく必要がある。

⑦ 階層別研修ではアンケート結果を踏まえ、内容を改善しています。今年度
は、対話や考える時間を増やした結果、２・３・４部研修で理解度・満⾜度の
アンケートで95％（R4:73.6%）を超えています。指標は、今後の計画⾒直
しの中で検討していきたいと思います。
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はだの行政サービス改革基本方針実行計画　進行管理シート

項目 ２　職員（ひと）づくりの改革

実績 100% 105%
活
動
指
標

取組の進捗（％）
目標 50% 70%

指　標 R3 R4

2,300人以上 2,300人以上

概要

概
要

（
目
指
す
姿

）

　職員一人ひとりの知識や見識、個人の資質や感性を高める取組みを行い、行動の変革を促すことで、職員の意識改革を推進し、組織力の向上につなげます。

概要
「2-1.組織を高める職員（ひと）づくりの推進」全取組内容の計画期間５年間における取組進捗状況を把握し、秦野市総合計画（はだの２０３０プラン）の基本施策「適正かつ持続可能な行政経営の推進」におけ

る成果・活動量の指標とする。

職員研修の年間延べ受講者数
※実績は、年度終了後に把握

目標 2,300人以上

100%

2,300人以上 2,300人以上

実績 1,308人 1,058人

R5 R6 R7 計

秦野市職員づくり基本方針実施計画の戦略３の数値目標

成
果
指
標

研修受講後の研修理解度割合
※実績は、年度終了後に把握

目標 90%以上 90%以上 90%以上 90%以上 90%以上

概要 秦野市職員づくり基本方針実施計画の戦略３の数値目標

前向きな行動の頻度が増えたと実感す
る職員割合
※実績は、年度終了後に把握

目標 30% 40% 50%以上

実績 54.5% （アンケート実施予定）

実績 81.3% 74.7%

概要 人事課職員アンケートにおいて、前向きな行動ができているか、職員意識を把握する。

改革の柱2-1 組織を高める職員（ひと）づくりの推進

指標

・職員の研修・活動時間

・人件費

・予算 など

・職員の行動の変革が促され、職員の前向き な行動

が増え、サービスが向上する

・職員の能力の底上げが図られ、行政のデジタル化

やICTを活用した業務改善、データの利活用や課題解

決、政策立案に生かされる

投入（インプット） 活動（アクティビティ） 取組効果（アウトプット） 改革成果（アウトカム）

職務への意欲が高まり、その意識が行動に反映される

本市が目指すビジョ ン（都市像）や職員像への理解が深まる

事務を適切に執行し、誠実かつ公平に職務を行うことができる

職員の課題解決力、政策立案能力を養う

2-1-2. 研修内容の充実

2-1-3. コンプライアンス意識の醸成

2-1-4. 知識・スキル向上の機会づくり

2-1-1. 職員の意識改革

【達成率】R3：56.87％、R4：46％

【達成率】R3：90.33％、R4：83％
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取組目標
　職員研修等を通して、職員の意識改革を推進し、
組織力の向上につなげる。

　職員研修等を通して、職員の意識改革を推進し、
組織力の向上につなげる。

　職員研修等を通して、職員の意識改革を推進し、
組織力の向上につなげる。

令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

成果実績

　令和３年度中に職員アンケートを実施し、前向きな
行動ができているかなど、職員意識を把握し、取組
みの成果を測るとともに、今後の取組みの強化につ
なげる。

職員意識アンケートにおいて、仕事に対する意欲意
識の変化が入庁時と比べ、「非常に高くなった」、
「高くなった」と回答した比率が54.5％（前年度比
11.5ポイント増）となった。

(前年度の実績)
職員の意識改革、組織力の向上

(今年度の取組み)
職員の意識改革、組織力の向上

活動実績

　ＩＣＴの活用に向けた研修など、研修計画どおり研
修を実施し、また、リモートによる研修を導入するな
ど、時代に即した研修内容や実施方法となるよう充
実を図った。

(前年度の実績)

研修計画に基づく各種研修（次世代育成アカデミー、階層別、派

遣研修、庁内研修、人材マネジメント部会等）を実施するととも

に、リモート研修を導入した。

(前年度の実績)

新採用職員面談（年2回）、各種研修の実施（新任管理監督者、

女性キャリアデザイン、ICT・BPR、はだの魅力再確認など）、コン

プライアンスの情報共有、エビデンスに基づく政策立案

(今年度の取組み)

時代に即した各種研修（マネジメント、ハラスメント、キャリアデザイン、

ＢＰＲ（業務改善）、ＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案））を実施するととも

に、積極的なリモート研修の導入を図る。

(今年度の取組み)

新採用職員面談（年2回）、各種研修の実施（新任管理監督者、女性

キャリアデザイン、ICT・BPR、はだの魅力再確認など）、人事評価制度

の見直しによる対話の機会の創出、コンプライアンスの情報共有、エビ

デンスに基づく政策立案

次年度に向けて、次の点が求められる。
・次世代育成アカデミーを活用するなどして職員の自発性を
養うこと。
・年齢やキャリア等別の分析や仕事の改革により生み出さ
れた時間的余裕を把握し、評価を行うことで、職員の意識の
変化や改革の効果を測ること。
・正規職員だけでなく、会計年度任用職員も含めて職員づく
りの取組みを進めていくこと。

組織の生産性を向上させるとともに、職員の意識改革を図るためには、

研修だけを頼りにするのではなく、自発的に外部とのネットワークを構

築する機会を奨励し、それを内部に還元させること又は外部の人材を

登用することが考えられるため、そのような視点も含め、取組を推進し

ていただきたい。

コロナ禍で失われている縦と横のつながりの重要性を再認識するととも

に、成果を上げる組織環境の再構築が求められ、その中では、職員が

上司又は組織を評価することも含めて、検討をすることが必要である。

取組の指標中、目標と実績に差があるものについては、そのことが示

す背景又は要因を分析することが必要である。

（次年度に向けて）

上記の３つの取組において、目標を下回っている要因、それを解

決するための具体的方策を分析し、今年度及び次年度は目標の

達成を図ること。

（次年度に向けて）
秦野市職員づくり基本方針実施計画に基づき、取組
を強化すること。

外部評価

Ａ：現状推進 Ｂ：要改善

内部評価（結果
要因、次年度課
題等）

Ａ：現状推進 Ｂ：要改善 Ｂ：要改善

　令和３年度の取組予定は全て着手できており、予
定どおりに取組みができている。
　毎年度、取組みの振り返りを行い、研修等の効果
を測定して、次年度以降の取組みへとつなげるこ
と。

令和３年度実績として、４つの取組中、３つの取組（職員の意識改

革、研修内容の充実、コンプライアンス意識の醸成）における指

標で目標を下回っていることから、見直し・改善のうえ、取組を進

めること。

2-1-4. 知識・スキル向上の機会づくりを除き、指標
が目標(R4)に達していないことから、要改善とする。
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内部評価及び外部評価の推移（2-1 組織を高める職員（ひと）づくりの推進）

R3 R4 R5

2-1 組織を高める職員（ひと）
づくりの推進

内部評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓現状推進
Ｂ︓進⾏強化 Ｃ︓課題の重点検討
Ｄ︓⾒直し⼜は廃⽌

Ｓ︓目標達成 Ａ︓継続推進
Ｂ︓要改善 Ｃ︓要⾒直し
Ｄ︓取組終了

Ｓ︓目標達成 Ａ︓継続推進
Ｂ︓要改善 Ｃ︓要⾒直し
Ｄ︓取組終了

S

A

B

C

D

外部評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓現状推進
Ｂ︓進⾏強化 Ｃ︓課題の重点検討
Ｄ︓⾒直し⼜は廃⽌

Ｓ︓目標達成 Ａ︓継続推進
Ｂ︓要改善 Ｃ︓要⾒直し
Ｄ︓取組終了

（本日決定するもの）

S

A

B

C

D
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1、職員研修における「対話」の推進

2、女性キャリアデザイン研修の実施

3、新採用職員がスムーズに職場に慣れるための環境づ

くり

4、OJTに対する理解を深め、より良い職場環境の構築を

図る

項目名 2-1-1. 職員の意識改革
取組
目標

4～1級職員において、「管理職になりたいと思う」と回

答する比率を高める。

4～1級職員において、「管理職になりたいと思う」と回

答する比率を高める。

4～1級職員において、「管理職になりたいと思う」と回

答する比率を高める。

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

取組
主管課

30 ％説明 「管理職になりたいと思う」と回答する比率
指

標

目標 30 ％

指標
目標 30 ％

実績 10.8 ％

1、階層別研修第１部から第８部研修、及び次世代育成ア

カデミーにおいて、「対話」を取り入れた研修内容とした。

2、女性職員が自律的に自身のキャリアについて考えるた

めの研修を実施した。

3、人事課において、年2回の面談を実施するほか、不安

等がある職員に対し、再面談を実施するなど、きめ細かく

対応した。

4、OJTマニュアルを作成し、全庁的に周知するとともに、

第5部研修でOJT研修を実施した。

(前年度の実績)

1、アカデミー、階層別での「対話」を取り入れた研修を実

施。

2、女性キャリアデザイン研修を実施。

3、新採用職員に対する年2回の面談を実施。

4、OJTマニュアルを作成し、OJT研修を実施。

(前年度の実績)

1、新採用職員に対する、年2回の面談の実施。

2、新任管理監督者へのマネジメント研修の実施。

3、女性キャリアデザイン研修の実施。

4、対話を導入した研修の実施　　5、OJT研修の実施。関係
計画等

秦野市職員づくり基本方針
実施計画

(今年度の取組み)

1、新採用職員に対する、年2回の面談の実施。

2、新任管理監督者へのマネジメント研修の実施。

3、女性キャリアデザイン研修の実施。

4、対話を導入した研修の拡充　　5、OJT研修の実施。

(今年度の取組み)

前年度の取組みに加え、

１、市町村研修センターへの派遣（再開）

２、人事評価制度の見直しによる対話の機会の創出

区分 新規

％
指標

目標 実績 8.2 ％ 10.8

説明 実績

実績
指

標

目標

階層別研修等において「対話」を多く取り入れるとともに、女性

キャリアデザイン研修において、今後のキャリアについて考える

機会を創出していく。

また新採用職員に対し面談を通じ、心のケア等を図った。

ＯＪＴマニュアルを生かし、職場内研修を行うよう啓発した。

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

概要
（目指す
もの）

職場における執務を通じた
人材育成（ＯＪＴ）と執務を離
れた研修（Ｏｆｆ－ＪＴ）を適切
に組み合わせながら、様々
な手法や機会を設け人材育
成に取り組むとともに、「新
たな日常」を踏まえた対応
を進めていきます 。

自己評価 Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり

評価
理由

その他
効果

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

継続して実施する。 継続して実施する。 継続して実施する。

階層別研修等において、「対話」を多く取り入れるとと

もに、女性キャリアデザイン研修において、今後の

キャリアについて考える機会を創出した。

また、新採用職員に対し、面談を通じ、心のケア等を

図った。

階層別研修等において「対話」を多く取り入れるとともに、

女性キャリアデザイン研修において、今後のキャリアにつ

いて考える機会を創出していく。

また新採用職員に対し面談を通じ、心のケア等を図った。

さらにＯＪＴマニュアルを作成し、研修を実施した。

％

30 ％

人事課

継続

実績

取組
内容

（活動）

1、職員研修における「対話」の推進

2、女性キャリアデザイン研修の実施

3、新採用職員がスムーズに職場に慣れるための環境づ

くり

4、OJTに対する理解を深め、より良い職場環境の構築を

図る

1、職員研修における「対話」の推進

2、女性キャリアデザイン研修の実施

3、新採用職員がスムーズに職場に慣れるための環境づ

くり

4、OJTに対する理解を深め、より良い職場環境の構築を

図る

【達成率】R3：27.33％、R4：36％

- 46 -



⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

2-1-1 職員の意識改⾰

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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各研修において、時代に即した研修内容の充実を

図った。

新型感染症感染拡大防止による派遣研修の中止

や、他市では研修を中止するといった対応がとられ

たが、本市では積極的にリモート研修を導入するな

ど、時代に即した研修内容の充実を図っている。

人

2,300 人

取組
主管課

人事課

継続

実績

取組
内容

（活動）

1、業務効率化に向けたＩＣＴ活用研修の実施。

2、研修手法の充実を図るため、リモート研修の導

入。

3、管理職のマネジメント能力の向上を図るための、

研修の実施。

1、業務効率化に向けたＩＣＴ活用研修の実施。

2、研修手法の充実を図るため、リモート研修の導

入。

3、管理職のマネジメント能力の向上を図るための、

研修の実施。

その他
効果

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

継続して実施する。 継続して実施する。 継続して実施する。

新型感染症感染拡大防止による派遣研修の中止

や、他市では研修を中止するといった対応がとられ

たが、本市では積極的にリモート研修を導入するな

ど、時代に即した研修内容の充実を図っている。

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

概要
（目指す
もの）

本市が求める職員像の理解を
深めるとともに、市民との協働・
連携、公正公平な市役所づくり
を目指して、研修の目的や各階
層に求める役割と能力を明確に
し、今後の自身のキャリア形成
の見通しを考えさせるなど、引き
続き時代に即した研修内容の充
実を図っていきます 。

自己評価 Ａ：計画どおり Ｂ：概ね計画どおり Ｂ：概ね計画どおり

評価
理由

説明 実績

実績
指

標

目標

人
指標

目標 実績 1,308 人 1,058

2,300 人説明 職員研修の年間延べ受講者数
指

標

目標 2,300 人

指標
目標 2,300 人

実績 1,058 人

1、第１部、第２部、第３部及び第８部研修
において、ＩＣＴ活用に向けた研修を実施し
た。
2、階層別研修及び次世代育成アカデミー
において、リモート研修を取り入れた。
3、第８部及び第９部研修において、マネジ
メント研修を実施した。

(前年度の実績)

1、階層別でのＩＣＴ活用に向けた研修の実施。

2、リモート研修を取り入れた。

3、マネジメント研修を実施した。

4、再任用、新任会計年度職員への研修の実施。

(前年度の実績)

1、新任管理監督者へのマネジメント研修の実施。

2、ＩＣＴ、ＢＰＲ（業務改善）研修の実施。

3、積極的なリモート研修の導入。

4、はだの魅力を再確認する研修の実施。

5、再任用、新任会計年度職員への研修の実施。

関係
計画等

秦野市職員づくり基本方針
実施計画

(今年度の取組み)

1、新任管理監督者へのマネジメント研修の実施。

2、ＩＣＴ、ＢＰＲ（業務改善）研修の実施。

3、積極的なリモート研修の導入。

4、はだの魅力を再確認する研修の実施。

5、再任用、新任会計年度職員への研修の実施。

(今年度の取組み)

1、新任管理監督者へのマネジメント研修の実施。

2、ＩＣＴ、ＢＰＲ（業務改善）研修の実施。

3、積極的なリモート研修の導入。

4、はだの魅力を再確認する研修の実施。

5、再任用、新任会計年度職員への研修の実施。

区分 新規

1、業務効率化に向けたＩＣＴ活用研修の実施。

2、研修手法の充実を図るため、リモート研修の導

入。

3、管理職のマネジメント能力の向上を図るための、

研修の実施。

項目名 2-1-2. 研修内容の充実
取組
目標

研修計画に位置付けた研修の年間受講者数の増加

を図る。

研修計画に位置付けた研修の年間受講者数の増加

を図る。

研修計画に位置付けた研修の年間受講者数の増加

を図る。

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

【達成率】R3：56.87％、R4：46％
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

2-1-2 研修内容の充実

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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1、コンプライアンスの周知、啓発を階層別研修にお

いて実施する。

2、基礎基本に立ち返る機会の創出。

項目名
2-1-3. コンプライアンス意
識の醸成

取組
目標

コンプライアンス推進に反する不適切な事務処理等

の発生件数をゼロにする。

コンプライアンス推進に反する不適切な事務処理等

の発生件数をゼロにする。

コンプライアンス推進に反する不適切な事務処理等

の発生件数をゼロにする。

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

0 件説明 不適切な事務処理等の件数
指

標

目標 0 件

指標
目標 0 件

実績 3 件

1、各階層別研修において、コンプライアン
スに関しての周知を図るとともに、事例演
習を通じて理解を深めた。
2、第２部研修において、基礎基本に立ち
返る研修を実施した。（新型コロナウイル
スの影響により、公募は休止。）

(前年度の実績)

1、コンプライアンスの周知、啓発を階層別研修にお

いて実施。

2、基礎基本に立ち返る基礎研修、倫理研修を実施。

(前年度の実績)

1、コンプライアンスの周知、啓発。

2、コンプライアンスの情報の共有。

3、職員倫理の周知、啓発。関係
計画等

秦野市職員づくり基本方針
実施計画

(今年度の取組み)

1、コンプライアンスの周知、啓発。

2、コンプライアンスの情報の共有。

3、職員倫理の周知、啓発。

(今年度の取組み)

1、コンプライアンスの周知、啓発。

2、コンプライアンスの情報の共有。

3、職員倫理の周知、啓発。

区分 新規

件
指標

目標 実績 1 件 2

説明 実績

実績
指

標

目標

各階層別研修において、コンプライアンスに関して周

知し、意識の向上を図っている。

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

概要
（目指す
もの）

全職員が法令等を遵守し、
事務を適切に執行し、誠実
かつ公平に職務を行うととも
に、組織の秩序を維持する
ため、組織としてコンプライ
アンスの推進を図っていき
ます。

自己評価 Ｂ：概ね計画どおり Ｂ：概ね計画どおり Ｂ：概ね計画どおり

評価
理由

その他
効果

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

継続して実施する。 継続して実施する。 継続して実施する。

各階層別研修において、コンプライアンス
に関して周知を行うとともに、基礎基本に
立ち返る研修を実施した。

各階層別研修において、コンプライアンス
に関して周知し、意識の向上を図ってい
る。

件

0 件

取組
主管課

人事課

継続

実績

取組
内容

（活動）

1、コンプライアンスの周知、啓発を階層別研修にお

いて実施する。

2、基礎基本に立ち返る機会の創出。

1、コンプライアンスの周知、啓発を階層別研修にお

いて実施する。

2、基礎基本に立ち返る機会の創出。
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

2-1-3 コンプライアンス意識の醸成

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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本市の現状や課題に関する知識、見識等
を習得し、エビデンス（証拠）に基づく政策
立案を行うことのできる職員を育成する。

項目名
2-1-4. 知識・スキル向上の
機会づくり

取組
目標

次世代育成アカデミー受講生の知識・スキルの向上を図

り、政策提言発表会で「良かった」と回答する比率の向上

を図る。

次世代育成アカデミー受講生の知識・スキルの向上を図

り、政策提言発表会で「良かった」と回答する比率の向上

を図る。

次世代育成アカデミー受講生の知識・スキルの向上を図

り、政策提言発表会で「良かった」と回答する比率の向上

を図る。

取組内容 令和３年度（2021年度） 令和４年度（2022年度） 令和５年度（2023年度）

90 ％説明 政策提言発表会で「良かった」と回答する比率
指

標

目標 90 ％

指標
目標 90 ％

実績 99.4 ％

３人の大学教授等や庁内講師などから人
口減少時代・情報化社会における「地方
財政」、「まちづくり」、「ＡＩ・ＩＣＴ技術」など、
様々な教えを受け、本市の課題等に対し
て、エビデンス（証拠）に基づく政策立案を
行うことが出来る職員を育成した。

(前年度の実績)
３人の大学教授等の講師から、知識と見識を習得し、ゼミ

活動においてエビデンスに基づく政策立案に取り組み、中

間報告を経て、政策提言発表会において、研修の成果を

報告した。

(前年度の実績)

３人の大学教授等の講師から、知識と見識を習得し、ゼミ

活動においてエビデンスに基づく政策立案に取り組み、中

間報告を経て、政策提言発表会において、研修の成果を

報告した。関係
計画等

秦野市職員づくり基本方針
実施計画

(今年度の取組み)
大学教授等や庁内講師から人口減少時代・情報化社会

における「地方財政」、「まちづくり」、「ＡＩ・ＩＣＴ技術」など、

様々な教えを受け、本市の課題等に対して、エビデンス

（証拠）に基づく政策立案を行う。

(今年度の取組み)

大学教授等や庁内講師から人口減少時代・情報化社会

における「地方財政」、「まちづくり」、「ＡＩ・ＩＣＴ技術」など、

様々な教えを受け、本市の課題等に対して、エビデンス

（証拠）に基づく政策立案を行う。

区分 新規

％
指標

目標 実績 99.1 ％ 99.4

説明 実績

実績
指

標

目標

継続して実施する。

３人の大学教授等の講師から、知識と見識を習
得し、ゼミ活動においてエビデンスに基づく政策
立案に取り組み、中間報告を経て、政策提言発
表会において、研修の成果を報告する。

大学教授等や庁内講師から人口減少時代・情報化

社会における「地方財政」、「まちづくり」、「ＡＩ・ＩＣＴ技

術」など、様々な教えを受け、本市の課題等に対し

て、エビデンス（証拠）に基づく政策立案に取り組んで

いく。

大学教授等や庁内講師から人口減少時代・情報化

社会における「地方財政」、「まちづくり」、「ＡＩ・ＩＣＴ技

術」など、様々な教えを受け、本市の課題等に対し

て、エビデンス（証拠）に基づく政策立案に取り組んで

いく。

次年度

以降
Ａ：継続実施 Ａ：継続実施 Ａ：継続実施

概要
（目指す
もの）

様々な経験を通して、能動
的に行動できる職員を育成
するため、時代に即した人
材育成プログラムにより、職
員の資質向上を図っていき
ます。

自己評価 Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり Ａ：計画どおり

評価
理由

その他
効果

次年度以降

の取組の方

向性・課題

等

継続して実施する。 継続して実施する。

％

90 ％

取組
主管課

人事課

継続

実績

取組
内容

（活動）

本市の現状や課題に関する知識、見識等
を習得し、エビデンス（証拠）に基づく政策
立案を行うことのできる職員を育成する。

本市の現状や課題に関する知識、見識等
を習得し、エビデンス（証拠）に基づく政策
立案を行うことのできる職員を育成する。

【達成率】R3：110.1％、R4：110.4％
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⾃⼰評価及び次年度以降の評価の推移（取組項目別）

R3 R4 R5

2-1-4 知識・スキル向上の機会
づくり

⾃⼰評価

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

Ａ︓計画どおり Ｂ︓概ね計画どおり
Ｃ︓遅れている Ｄ︓取組に課題あり
Ｅ︓終了⼜は廃⽌

A

B

C

D

E

次年度以降の評価

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

Ｓ︓取組完了 Ａ︓継続実施
Ｂ︓⼀部⾒直し Ｃ︓抜本的⾒直し
Ｄ︓終了⼜は廃⽌

S

A

B

C

D
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ア 外部評価の区分

イ 評価意⾒
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
ああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああ

ア これまでの取組を振り返って
評価区分 評価説明

Ｓ：目標達成
全ての取組目標を完了させるなど、改革により目指す姿を達
成したことから、活動を終結させるもの

Ａ：継続推進
改善の余地があることから、意見を付すものの、現状におい
ては同規模又は同水準で取組を推進することが妥当である
もの

Ｂ：要改善
改善の余地があり、またそれは工夫次第で速やかな効果が
期待できるため、取組の改善を求めるもの

Ｃ：要見直し
改革により目指す姿に向けて、進捗が遅れている、又は十分
な成果が収められていないなど、取組の推進に当たり、課題
の分析及び活動の見直しを求めるもの

Ｄ：取組終了 やむを得ない状況の変化等により、取組が継続できない、又
は目標を達成できないことから、取組を終了させるもの

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ
あああああああ

あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ
あああああああ

(1) 令和５年度評価 (2) 中間総括評価

イ これからの⾏財政改⾰に求められる視点

2-1 組織を高める職員（ひと）づくりの推進
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